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は
じ
め
に

　『令和７年登別市議会第１回定例会』の初日となる２月17日、小
お

笠
がさ

原
わら

春
はる

一
いち

市長は、令和７年度における
まちづくりの方向性を示す『市政執行方針』を、安

あ

宅
たく

錦
きん

也
や

教育長は、市の教育の方向性を示す『教育行政
執行方針』をそれぞれ発表しました。
　今号では、両方針の概要と関連する事業、令和７年度の当初予算の概要についてお知らせします。

な
く
、
全
て
の
市
民
が
笑
顔
で
自
分

ら
し
く
生
き
、
幸
せ
を
感
じ
ら
れ
る

ま
ち
を
つ
く
る
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、

福
祉
や
男
女
共
同
参
画
、
多
文
化
共

生
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
分
野
で
、
こ
れ

に
資
す
る
取
り
組
み
を
進
め
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　
一
方
、
日
本
全
体
の
人
口
が
減
少

す
る
中
で
は
、
本
市
の
人
口
が
減
少

す
る
の
も
不
可
避
の
状
況
で
あ
り
、

そ
う
し
た
中
、
こ
の
ま
ち
を
持
続
可

能
な
も
の
と
す
る
た
め
に
は
、
デ
ジ

タ
ル
の
力
を
最
大
限
活
用
す
る
こ
と

な
ど
に
よ
り
利
便
性
を
維
持
し
つ
つ

も
、
施
設
の
統
廃
合
を
は
じ
め
、
行

政
の
ダ
ウ
ン
サ
イ
ジ
ン
グ
を
図
る
な

ど
、
効
率
的
な
ま
ち
づ
く
り
を
進
め

る
こ
と
が
引
き
続
き
重
要
で
あ
る
と

考
え
て
お
り
ま
す
。

　
こ
う
し
た
認
識
の
下
、
令
和
７
年

度
の
市
政
執
行
に
あ
た
っ
て
は
、

●�

こ
ど
も
フ
ァ
ー
ス
ト
を
中
心
に
未

来
に
つ
な
が
る『
ま
ち
』を
つ
く
る

●�

全
て
の
市
民
が
笑
顔
で
自
分
ら
し

く
生
き
ら
れ
る『
ま
ち
』を
つ
く
る

●�

人
口
減
少
に
対
応
し
、
持
続
可

能
な
『
ま
ち
』
を
つ
く
る

の
３
つ
を
柱
に
掲
げ
、
こ
の
ま
ち
を

次
代
に
つ
な
げ
る
た
め
に
全
力
で
取

り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

画
第
４
期
基
本
計
画
の
最
終
年
度
と

な
る
令
和
17
年
に
は
３
万
５
９
６
２

人
と
な
り
、
現
在
の
約
８
割
ま
で
減

少
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　
そ
う
し
た
中
、
昨
年
４
月
、
有
識

者
グ
ル
ー
プ
『
人
口
戦
略
会
議
』
に

よ
り
、
本
市
も
い
わ
ゆ
る
『
消
滅
可

能
性
自
治
体
』
に
挙
げ
ら
れ
ま
し
た

が
、
人
口
減
少
が
急
速
に
進
む
中
に

あ
っ
て
、
消
滅
可
能
性
都
市
か
ら
の

脱
却
を
図
り
、
私
た
ち
の
ま
ち
『
の

ぼ
り
べ
つ
』
を
未
来
に
し
っ
か
り
と

つ
な
ぐ
た
め
に
は
、
に
ぎ
わ
い
と
笑

顔
に
あ
ふ
れ
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る

ま
ち
を
築
く
と
と
も
に
、
ま
ち
の
規

模
が
縮
小
す
る
状
況
を
直
視
し
て
持

続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
な

ど
、
２
つ
の
側
面
か
ら
、
人
口
減
少

問
題
に
対
応
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

て
い
る
も
の
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　
こ
の
た
め
、
先
の
所
信
表
明
で
も

お
示
し
し
た
と
お
り
、
ま
ず
は
『
こ

ど
も
フ
ァ
ー
ス
ト
』
の
考
え
方
に
基

づ
き
、
全
て
の
子
ど
も
た
ち
と
子
育

て
に
取
り
組
む
人
た
ち
を
応
援
す
る

と
と
も
に
、
次
代
を
担
う
人
材
の
育

成
や
ま
ち
の
活
力
を
創
造
す
る
取
り

組
み
を
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
多
く
の
人
々
に
選
ば
れ

る
ま
ち
で
あ
る
た
め
に
は
、
子
育
て

施
策
だ
け
で
な
く
、
性
別
、
年
齢
、

国
籍
、
障
が
い
の
有
無
な
ど
に
関
係

具
体
的
施
策
な
ど
を
検
討
し
て
い
く

こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
令
和
７
年
度

の
市
政
執
行
に
あ
た
り
ま
し
て
は
、

令
和
８
年
度
を
初
年
度
と
す
る
第
４

期
基
本
計
画
の
準
備
の
年
と
捉
え
、

取
り
組
み
を
進
め
る
こ
と
が
重
要
と

考
え
て
お
り
ま
す
。

　
ま
た
、
令
和
７
年
度
は
、
先
に
お

示
し
し
た
所
信
表
明
を
具
現
化
す
る

事
実
上
の
初
年
度
で
あ
り
、
そ
の
市

政
執
行
方
針
は
令
和
７
年
度
の
み
な

ら
ず
、
小
笠
原
市
政
５
期
目
の
方
向

性
を
示
す
も
の
に
な
り
ま
す
。

　
こ
の
た
め
、
市
政
執
行
方
針
の
策

定
に
あ
た
っ
て
は
、
今
後
４
年
間
に

な
す
べ
き
取
り
組
み
と
そ
の
ロ
ー
ド

マ
ッ
プ
を
見
据
え
な
が
ら
、
本
市
が

直
面
す
る
重
要
課
題
『
人
口
減
少
が

急
速
に
進
む
中
で
、
ま
ち
の
活
力
を

ど
の
よ
う
に
保
ち
、
行
政
サ
ー
ビ
ス

を
ど
の
よ
う
な
形
で
維
持
し
て
い
く

の
か
』
こ
の
一
点
に
真し

ん

摯し

に
向
き
合

っ
た
と
こ
ろ
で
す
。

　
本
市
の
人
口
は
令
和
７
年
１
月
末

で
４
万
３
５
５
９
人
と
な
り
、
昭
和

58
年
の
ピ
ー
ク
時
（
５
万
９
４
８
１

人
）
と
比
較
し
て
約
27
㌫
減
少
し
ま

し
た
。

　
さ
ら
に
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問

題
研
究
所
の
人
口
推
計
に
よ
れ
ば
、

本
市
の
人
口
は
、
５
年
後
の
令
和
12

年
に
は
３
万
９
１
５
０
人
、
総
合
計

　
令
和
７
年
度
は
、
総
合
計
画
第
３

期
基
本
計
画
の
最
終
年
度
で
あ
り
、

現
基
本
計
画
の
総
仕
上
げ
の
年
で
あ

る
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
、
現
在
の
取
り

組
み
を
次
期
基
本
計
画
に
つ
な
げ
る

と
い
う
意
味
に
お
い
て
も
、
重
要
な

年
に
な
り
ま
す
。

　
総
合
計
画
第
４
期
基
本
計
画
に
つ

い
て
は
、
令
和
６
年
４
月
以
降
、
市

民
自
治
推
進
委
員
会
を
中
心
に
、
盛

り
込
む
べ
き
施
策
や
考
え
方
な
ど
に

関
し
議
論
が
行
わ
れ
て
き
ま
し
た
。

　
今
後
は
、
こ
れ
ま
で
の
議
論
で
交

わ
さ
れ
た
熱
い
思
い
を
受
け
止
め
、

市
職
員
に
よ
る
庁
内
検
討
委
員
会
で

▲壇上で市政執行方針を述べる小笠原市長
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保育所運営費保護者負担金（保育料）の軽減� 1,042万円
普通保育所整備事業費� 602万円
一時預かり事業費� 3,241万円
乳児等通園支援事業費（こども誰でも通園制度）� 1,836万円
産婦総合支援事業費� 991万円
妊婦等包括相談支援事業費� 1,580万円
児童虐待防止啓発事業費� 63万円
子ども医療費助成経費� 7,462万円

幌別児童館統合整備事業費� 2,651万円
日本工学院北海道専門学校連携事業費�  2,029万円
小中学校情報教育推進事業費� 4,252万円
学校給食センター共同整備事業費負担金� 128万円
登別市文化・スポーツ振興財団事業補助金� 1,149万円
地域クラブ活動推進事業費� 3,512万円

観光まちづくりリーダーの配置� 1,360万円
エゾバフンウニ種苗放流事業補助金� 200万円
藻場再生×ブルーカーボン生態系推進事業補助金� 1,000万円
市役所現庁舎用地利活用可能性調査委託事業費� 1,306万円
登別地区にぎわい創出プレイヤーの配置� 704万円

安心して生み育てられる子育てに優しいまち

次代を担う人材の育成

経済の活性化と魅力的な地域の形成

こどもファーストを中心に未来につながる『まち』をつくる重要施策１

●�４月から第１子の保育料を平均15㌫程度引き下げ
るとともに、多子軽減の対象範囲を拡充します。
●�一定の所得層以上の第２子に係る保育料無償化に
ついて、段階的な実施に向けた検討を進めます。
●�『一時預かり事業』の利用者負担額を、市内保育所
などに金額をそろえるなど、保育サービスを利用
する子育て世帯全般の家計負担の軽減を図ります。
●�『こども誰でも通園制度』を本格実施し、子ども
の良質な成育環境を整備するとともに、働き方や
ライフスタイルに関わらない形で子育て世帯を支
援します。
●�子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支
援拠点の機能を、新組織の『こども家庭センター』
に一元化し、妊産婦・子育て世帯・子どもに対し
て、一体的な相談支援が行える体制を整え、保健・
医療、福祉のほか、関連するさまざまな分野にわ
たり、子ども・子育て支援に係る取り組みを効果
的かつ総合的に展開します。

●�幌別小学校隣接地に、放課後児童クラブを併設し
た新幌別児童館を開設し、子どもたちが安全に楽
しく放課後の時間を過ごせる環境を整備します。
●�富岸児童クラブと富浜児童館を統合する新たな子
育て支援施設について、地域の皆さんの意見や保
護者のニーズ、児童の安全などを考慮し、建設場
所や規模の検討を進めます。
●�鷲別保育所は、将来の民営化を目指し、運営を民
間委託することとし、令和８年４月からの開始に
向け、市内の学校法人や社会福祉法人を対象に公
募型プロポーザル方式による事業者選定を行い保
育環境と保育体制の充実を図ります。

●�『（仮称）観光振興ビジョン』策定委員会を設置
し、登別観光の目指すべき姿と実現への具体的な
取り組みを検討します。

●�登別温泉地区の駐車場不足を解消するため、駐車
可能台数150台程度の有料駐車場を整備します。

●�地域おこし協力隊を配置し、日本工学院北海道専
門学校で観光業界に必要な知識や技術を学ぶなど
本市の観光産業などでの就業につなげます。

●�市営住宅の一部を市内企業に賃貸するなど、外国
人労働者の確保に向けた支援を検討します。

●�藻場再生の取り組みやエゾバフンウニの種苗放流
を支援し、つくり育てる漁業の推進と食の魅力の
向上につなげます。

●�市役所現庁舎用地の民間事業の実現の可能性を外
部コンサルタントにより検証するほか、地域住民
や事業者などと中央地区の未来像を共有し、中央
地区のまちづくりに関するプランを策定します。

●�登別地区を対象に事業所開設費補助金の上限額を
かさ上げするほか、同地区で起業に取り組む地域お
こし協力隊を配置し新規店舗の開設を促すととも
に、にぎわいづくりに向けた方向性を検討します。

●�日本工学院北海道専門学校の有する専門的知見や
人材育成力を未来のまちづくりに生かすため、学
生募集の取り組みを支援するほか、卒業生の地元
雇用につなげる取り組みを検討します。

●�子どもたちの学力向上や教職員の働き方改革につ
ながるよう、デジタル教科書やＡＩ対応の学習ア
プリの導入の取り組みを重点的に支援します。

▲３月31日に供用を開始した幌別児童館
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重層的支援体制整備事業の一体的な実施� １億4,511万円
法人後見支援事業補助金� 450万円

照明設備ＬＥＤ化事業等� ３億6,475万円
ゼロカーボンシティ重点対策加速化事業費� 6,371万円
クリンクルセンター再延命化事業費� ３億8,040万円

男女共同参画社会づくり推進経費� 51万円
国際交流プロジェクトマネージャーの配置� 443万円

情報化推進経費� １億2,934万円
地域活性化起業人連携事業費� 394万円
地場産品創出等支援事業・未来まちづくり支援事業� 2,000万円

市道富士若山路線歩道整備事業費� 1,882万円
市道千歳８号線整備事業費� 7,759万円
西いぶり消防指令センター整備事業費� ４億2,241万円
市役所本庁舎建設事業費� 60億4,299万円

住み慣れた地域で安心して暮らせるまち

計画的かつ戦略的な行財政運営

自然環境に与える負荷を軽減するまち

多様性を基本としたまちづくり

市民の生命と財産を守るまち

全ての市民が笑顔で自分らしく生きられる『まち』をつくる

人口減少に対応し、持続可能な『まち』をつくる

重要施策２

重要施策３

●�生活課題の複雑化や複合化、孤独・孤立問題の顕
在化などを踏まえ、高齢・障がい・子ども・生活
困窮などの相談支援の仕組みなどを生かしつつ、
関係機関とも連携し支援にあたります。
●�認知症の人やその家族の支援ニーズと認知症サポ
ーターをつなげる活動を進めるほか、住民が自ら
介護予防に取り組めるよう学ぶ機会を設けます。
●�障がいがある人の経済的自立支援や障がいなどで
判断能力が十分でない方も安心して社会生活が送
れるよう法人後見事業の取り組みを支援します。

●�電子申請やワンストップサービスのさらなる推進、
ビジネスプロセス・リエンジニアリング（ＢＰＲ）
に取り組み、業務改善を進めます。
●�三大都市圏の企業などの社員を受け入れ、ノウハ
ウや人脈を生かしＤＸの推進に取り組みます。
●�のぼりべつ文化交流館を廃止し、郷土資料館に統
合するほか、柏木団地の用途廃止に向け入居者の
移転を進めます。
●�施設廃止後の土地や建物は、原則、貸し付けや売
却など民間活用を積極的に検討し、財源確保や地
域の活性化につなげます。

●�小中学校や郷土資料館などの照明をＬＥＤ化する
ほか、若山浄化センターや幌別児童館に太陽光発
電設備を設置し、自家消費の取り組みを進めます。
●�新築住宅のＺ

ゼ ッ チ

ＥＨ化や既存住宅の断熱改修、省エ
ネ家電の買い換え、宅配ボックスの購入、太陽光
発電設備の設置などを支援します。

●�『再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に
関する条例』により、自然環境や景観、生活環境
の保全と脱炭素の取り組みの両立を図ります。
●�クリンクルセンターの再延命化工事を令和７年度
から令和10年度まで集中的に実施します。

●�役職などへの女性登用の促進や参画拡大に向けた
学習環境の充実、男性の育児休暇取得の促進など
に取り組みます。

●�多様な性に対する理解を促すとともに、４月にパ
ートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度を導
入し、性的マイノリティーとその家族の方々の生
きづらさの軽減につなげる取り組みを進めます。

●�外国人住民と地域住民が参加するサロンを開催し、
外国人住民と日本人住民が共にコミュニティーを
形成する共生社会の実現につなげます。

●�ふるさと納税返礼品の掘り起こしなどに取り組む
ほか、企業版ふるさと納税の拡大を図ります。

●�クラウドファンディングによる寄付を募り、地場
産品の創出や既存品の生産性向上の取り組み、市
民団体などによる社会貢献や地域活性化などに資
する取り組みを支援します。

●�使用料・手数料の見直しに着手するほか、ネーミ
ングライツの本格運用を図ります。

●�避難路である市道富士若山路線の拡幅整備を行う
ほか、高台避難場所となる市役所新庁舎への避難
路として市道千歳８号線の改良工事に着手します。

●�津波発生時の線路横断が可能とされた２カ所につ
いて、横断を可能とするための工事に着手します。

●�新消防庁舎により拡充した訓練施設でさまざまな
訓練を実施し、さらなる消防力の強化を図ります。

●�市役所新庁舎について、災害発生時の屋外避難場
所やマンホールトイレ、周辺道路の整備を段階的
に進め、災害時対応力の強化につなげます。
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地域と共にある学校づくり

学校教育

●�学校や家庭、地域の連携・協働により子どもたちが
『生きる力』を身に付けられるよう、成長を支えます。
●�地域と歩む持続可能な教育の実現のため、各学校独
自の発想や工夫を生かし、地学協働に取り組みます。

【確かな学力の定着】
●�児童生徒一人一人が主体的に自己調整しながら学
びを進められるよう、各学校において指導方法や
指導体制を工夫し、授業改善を推進します。
●�ＡＩ対応の学習アプリを導入し、授業での活用や
ＩＣＴ端末による家庭学習を進め、知識・技能の
定着と思考力・判断力・表現力の育成を図ります。
●�小学４年生以上を対象に『算数・数学』のデジタ
ル教科書を導入し、確実な学習内容の定着と学力
向上を目指します。
●�デジタル教科書や外国語指導助手を活用し、英語
に慣れ親しみ、外国人に積極的にコミュニケーシ
ョンを図る意識や英語力を身に付けさせます。
【健康・体力の向上】
●�各学校の特徴を生かした体力向上の取り組みの推
進や小学校へのスポーツ指導員の派遣の継続、体
育指導の改善や運動の習慣化を図り、体力向上に
向けて組織的に取り組みます。
●�規則正しい生活習慣を身に付ける取り組みとして
『早寝早起き朝ごはん』の徹底を家庭へ啓発し、
心身共に健全な児童生徒の育成を図ります。
【幼保小中連携・小中一貫教育】
●�登別市幼保小中連携協議会などを通じ、スムーズ
な校種間の接続や子どもの不安解消に努めます。
●�各中学校区で、小中学校９年間を見通した学習指
導や生徒指導の連携強化を図ります。

●�『ふるさと登別』の豊かな自然や資源に触れる体
験的な活動を通して、地域への愛着や誇りを醸成
し、学びの中で実感した魅力をあらゆる機会で家
庭や地域に積極的に発信します。

【豊かな人間性の育成】
●�教育活動の中で、より良い人間関係を構築しなが
ら、互いの違いを認め合い、個性を尊重する気持
ちを育み、自己有用感を高めます。

●�地域資源を生かした体験学習やキャリア教育を充
実させ、学習成果を発信する『ふるさと学習』を推
進し、ふるさとを大切にする心の醸成に努めます。

●�『みんなが通いたくなる学校づくり』を児童生徒
一人一人が自分事として捉え推進できるよう、い
じめや多様性の理解への意識を高めます。

●�『ＳＯＳの出し方に関する教育』を全学級で継続
し悩みを相談し合える人間関係づくりに努めます。

●�不登校児童生徒について、教育支援センターでの
個に応じた支援を続けるとともに、学級以外での
居場所づくりに努めます。

●�望ましいインターネットの利活用に向けたルール
づくりや危機管理意識の向上を図るなど、情報モ
ラル教育の浸透に努めます。

【教職員の人材育成】
●�実践的指導力や専門性の向上に主体的に取り組む
教職員の育成に努めます。

●�ＩＣＴの効果的な活用について指導力向上研修を
開催するほか、生成ＡＩの活用による校務改善を
進めます。

●�各種会議や校内研修でのケース会議などを通じ、
教職員の生徒指導力や組織的な対応力を高めます。

【はじめに】
　現在、地球規模で進む気候変動や不安定な国際情勢など、
日々変化する社会の中で、デジタル化やグローバル化が加
速度的に進み、従来の知識や経験だけでは将来を見通すこ
とが大変難しい時代を迎えております。
　また、登別市においては、少子高齢化や人口減少といっ
た課題も抱えている中、未来を担う子どもたちが豊かな人
生を切り開いていくためには、さまざまな変化に対応し、
自ら学び、創造していく力、課題を解決していく力、他者
と協働していく力、そして、多様な価値観を尊重する寛容
な心を育んでいくことが強く求められています。
　私たちは、予測できない未来に向けて『持続可能な社会の創り手』を育むため、登別市の将来を担う全
ての子どもたち一人一人の良さを伸ばし可能性を引き出す教育の推進と学びの機会を保障する環境を充実
させることにより、小笠原市長が表明した『こどもファースト』の理念の下、令和の時代に即した教育行
政を推進してまいります。

▲壇上で教育行政執行方針を述べる安宅教育長

令和７年度教育行政執行方針令和７年度教育行政執行方針
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学校教育（続き）

社会教育

【特別支援教育】
●�教育相談の実施や関係機関との連携を強化し、切
れ目のない一貫した指導や支援体制を確立すると
ともに、各学校では特別支援教育コーディネータ
ーを中心に、複雑化、多様化する個々のニーズに
応じた指導・支援を継続します。
【安全対策・安全指導】
●�避難訓練や一日防災学校、フェーズフリーの考え
方を意識した取り組みを繰り返し実施します。
●�日頃から危機管理マニュアルを確認し状況に応じ
た改善を図ります。
●�交通安全や事故などの未然防止の指導を徹底し、
自分の身は自分で守る意識を高めます。

【文化・スポーツの振興】
●�３月策定の『第３次登別市文化振興基本計画』、
『第３次登別市スポーツ推進基本計画』に基づき、
一般財団法人登別市文化・スポーツ振興財団、登
別市文化協会、登別市スポーツ協会などの関係団
体と適切な役割分担のもと、連携・協力して文化・
スポーツの振興に取り組み続けます。
●�令和５年度より運営を開始した『登別市地域クラ
ブ』について、引き続き運営主体である一般財団
法人登別市文化・スポーツ振興財団を支援し、令
和７年度は、平日も含めた地域展開に向け、活動
チームや活動内容の拡充を進め、中学生にとって
望ましい文化・スポーツの環境づくりに取り組み
ます。
●�スポーツ施設については、市民プールの空調設備
や、岡志別の森運動公園のテニスコートナイター
照明を更新するなど、環境整備を継続します。
●�『歴史・文化の保存と活用』について、登別市の
歩みを形づくる歴史資料を将来にわたって保存す
るとともに、老朽化したのぼりべつ文化交流館を
廃止し、郷土資料館へ統合するほか、郷土資料館
はＬＥＤ化と展示のリニューアルを実施し、歴史
を通した魅力の発信に努めます。
●�アイヌ民族の歴史や文化を学ぶ講座を開催すると
ともに、登別アイヌ協会やＮＰＯ法人知里森舎な
どが取り組む各種事業を支援し、引き続きアイヌ
文化の普及啓発に取り組みます。
【図書館】
●�保護者への読書啓発に関する事業を実施するほか、
市民に気軽に足を運んでもらえるよう、講座やイ
ベントなどの取り組みを工夫します。
●�図書館本館の施設について、より多くの市民に親
しまれる図書館を目指し、検討を続けます。
●�将来の建て替えに備えて『新図書館建設基金』へ
の原資積み立てを再開します。

【学校の適正配置】
●�子どもたちのより良い教育環境を確保していくた
め、『登別市小中学校の適正規模・適正配置の指
針』を見直し、着実に実行します。

●�令和７年４月の幌別小学校と幌別東小学校との統
合について、児童が安心して楽しく学校生活を送
られるよう支援を続け、旧幌別東小学校区から通
学する児童が疎外感や孤立感を抱くことのないよ
う、学校・地域が一体となり見守りを続けます。

●�令和９年４月に統合する幌別中学校と登別中学校
について、令和７年度から制服を統一し、両校の
教職員による『統合準備委員会』にて、統合後の
環境整備について協議を続けます。

【青少年健全育成】
●�学校・家庭・地域との連携のもと、街頭指導や巡
回指導などを通じ青少年の非行防止に努めるほか、
『こども110番スタディちゃんの家』への駆け込み
訓練の実施など、子どもたちの安全確保に努めます。
●�家庭教育学級を開設し、保護者が子育ての情報や
基本的な生活習慣などを学ぶ場を提供します。

【学校給食】
●�衛生管理の徹底を図り、安全で安心な給食の提供
に努めます。

●�令和７年度より値上げ改定する学校給食費は、国
の交付金を活用することにより、保護者負担額を
据え置き、子育て世帯への経済的支援を行います。

●�室蘭市と広域で設置し、令和11年度中の供用開始
を予定している学校給食センターの施設整備や運
営方法の精査など、引き続き協議を進めます。

【教育行政執行方針関連予算】
小中学校情報教育推進事業費� 4,252万円
外国青年招致経費� 2,012万円
学校給食センター共同整備事業費負担金� 128万円
登別市文化・スポーツ振興財団事業補助金� 1,149万円
地域クラブ活動推進事業費� 3,512万円
小・中学校校舎等改修事業費※ＬＥＤ化等� ３億3,730万円

▲令和７年４月に幌別小学校と統合した幌別東小学校
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令　和
６年度

27.0億円

23.5億円

令　和
７年度

超過納付金
11.7億円

財政調整基金
15.2億円

超過納付金
8.2億円

3.5
億円

減債基金
0.1億円

財政調整基金
15.2億円

0 5 10 15 20 25 30

取り崩し

歳出総額
310.8億円
（＋70.8億円）
（　）は対前年度

増減額

総務費
89.5億円

（＋62.4億円）
28.8％

民生費
86.3億円

（△3.8億円）
27.8％

土木費
26.2億円

（＋6.1億円）
8.4％

教育費
13.6億円

（＋1.9億円）
4.4％

公債費
20.2億円

（＋0.3億円）
6.5％

給与費
38.6億円

（＋0.9億円）
12.4％

その他
36.4億円

（＋3.0億円）
11.7％

歳入総額
310.8億円
（＋70.8億円）
（　）は対前年度

増減額

その他
57.3億円

（＋4.2億円）
18.5％

市税
55.2億円

（＋1.2億円）
17.7％

市債
73.9億円

（＋53.6億円）
23.8％

国・道支出金
64.5億円

（+11.6億円）
20.7％

地方交付税
59.9億円

（＋0.2億円）
19.3％

一般会計

特別会計

国や道から交付される地方交付税と国・道
支出金が収入の約半分を占める

全般的な管理事務や市役所本庁舎建設に使う
総務費が支出の約28.8㌫を占める

公営企業会計

福祉や教育、公共施設の整備など市の基本的な事業を行うための予算

　一般会計当初予算は310億8,400万円となりました。
　市役所本庁舎建設事業費として約60億4,000万円を計上
したことに加え、クリンクルセンター再延命化事業の実施
や西いぶり消防指令センター整備事業費の増額、給与改定
に伴う給与費の増額などを見込んだ結果、前年度に比べ、
70億8,200万円増加しましたが収入は307億3,400万円の見
込みとなり、３億5,000万円の財源不足が生じましたので、
不足額は、市の貯金にあたる、北海道市町村備荒資金組合
の超過納付金を取り崩して対応することとし予算を編成し
ました。
　市の貯金残高は、最低限必要な水準を確保しているもの
の、今後は市役所本庁舎の建設などの大型事業が本格化す
ることから、将来にわたって安定的な財政運営が図られる
よう、引き続き収入の増加や支出の節約に努めていきます。

　国民健康保険や介護保険など、使途が決まった収
入（保険料や使用料など）で特定の事業を行うのが
『特別会計』です。
　市には５つの特別会計があり、令和７年度の特別
会計当初予算の合計は101億9,830万円となりました。

　市民の皆さんからいただく市税は、その割合が
高いことが望ましいとされていますが、本市の場
合、地方交付税の割合が高くなっています。
　令和７年度は、特定の事業に対し交付される国・
道支出金が増えたほか、ふるさと納税による寄付
金の増などをその他の収入として見込みました。
　また、市役所本庁舎の建設や西いぶり消防指令
センターの整備による市債の増加を見込みました。

　総務費は、市役所本庁舎建設事業費の増などに
より大きく増加しています。
　民生費は、幌別児童館統合整備事業費の減など
により減少しています。
　公債費は、過去に借りた借金の返済が始まった
ことにより増加しています。
　その他については、西いぶり消防指令センター
整備事業費の増などにより増加しています。

　民間企業と同様に、独立採算を原則として事業を
行うのが『公営企業会計』です。
　市には、水道事業、下水道事業、簡易水道事業の
３つの会計があり、令和７年度の公営企業会計当初
予算の合計は55億7,590万円となりました。

令和７年度　当初予算の概要

▲基金（貯金）の前年度対比

7  ２０25．４月号  令和７年度　市政執行方針・教育行政執行方針・当初予算の概要

令和７年度　市政執行方針・教育行政執行方針・当初予算の概要


